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令和６年度指定管理者制度導入施設の管理運営業務の年度評価 評価基準表 

 

 

 

 

  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

１ 基本姿勢 

団体の経営目標等が公共の利益の増進に合

致したものであるか 

当市市営住宅の管理にかかる指定管理者として、前指定管理期間（平成28年度（2016年

度）～令和2年度（2020年度））の管理実績を有しており、他自治体においても管理実績

が豊富であることから、市営住宅の特性を十分に理解した上で関連法令を遵守し、施設の

設置目的に沿った事業運営を実施している。 

令和6年度は、市営住宅の連帯保証人制度廃止に伴う事務の見直し検討や、市営住宅の建

替事業に伴う移転対応を行った。 

併せて、前年度に引き続き、窓口業務の安定・効率化に向けた事務の見直し、空家修繕工

事の精算方式への対応、設備機器更新などの計画修繕工事の実施など、市の施策・計画

に沿って柔軟に対応したことから、市の施策全般を積極的に理解し、協力している

と評価できる。 

B 

市の施策全般を理解し協力しているか 

地方自治法等の関連法令を遵守しているか 

施設の設置目的に沿った事業運営を行って

いるか 

２ 
サービス水準・ 

施設効用の発揮 

その施設として重

要と思われる業績

の評価指標（KPI） 

家賃収納率 

（現年度分） 

最高評価サービス水準値；99.5 確保するべきサービス水準値；97.5 実績値；99.57  

確保するべきサービス水準値を大きく上回っている。 

B 

駐車場使用料収納率

（現年度分） 

最高評価サービス水準値；99.5 確保するべきサービス水準値；97.8 実績値；99.64  

最高評価のサービス水準値を大きく上回っている。 

収入申告書提出率 
最高評価サービス水準値；100  確保するべきサービス水準値；98.5 実績値；99.90  

確保するべきサービス水準値を上回っている。 

施設の維持管理を安心安全に配慮して行っ

ているか 

家賃・駐車場使用料の収納については、対象者への細やかな電話連絡や訪問など、状況に

応じた督促を行った結果、現年度分の家賃収納率99.57％、駐車場使用料収納率99.64％と

高い収納率を達成し、市の歳入確保に大きく貢献した。 

また、施設の維持管理については、日々 の一般的な修繕対応のほか、定期的な巡回や設備

の保守点検等を通じて、外装改修工事などの計画修繕や設備機器の老朽化に伴う機器更新

が必要な箇所について、市に情報提供することで、安全安心かつ効率的な建物の維持管理

に尽力している。 

入居者等にサービスを提供するうえで、事故

防止のための安全管理が徹底されているか 

入居資格等の判断を公平公正に行っている

か 

安定して確実に日常業務を遂行しているか 

施  設  名 市営住宅及びその共同施設 

所 管 部（局）課 都市計画推進部 住宅課 

指 定 管 理 者 株式会社東急コミュニティー 

 

様式２ 



 2 

  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

創意工夫ある独自企画事業を展開している

か 

令和5年度から入居資格審査時のチェックリストの導入により、適正かつ迅速に入居資格

等の判断を行うなど、日常業務を安定して確実に遂行している。 

一方で、入居者からより丁寧な相談対応を求める意見も散見されたため、迅速かつ丁寧な

対応と説明を行うことにより、入居者が安心感を得られるような対応を求める。 

自主事業については、前年度に引き続き、入居者や近隣住民に対する認知症講習会及び防

災講習会の実施や、自治会活動の継続が困難となった住宅へのサポートや共益費の徴収及

び共用部分の管理にかかる自治会の負担軽減について提案を行った。次年度についても、

さらなる事業内容の充実により、入居者のニーズに沿った自主事業の展開を求め

る。 

３ 財務健全性 

貸借対照表は健全か 建築資材費等の高騰に伴い、空家修繕費が増加していることから、空家修繕の手法

の見直しや工夫を行ったことにより、前年度より事業収支が改善した。それ以外は

収支計画に基づく適切な予算を執行しているため、今後も自社が持つノウハウを活

かしながら、適切な収支計画の執行を求める。 

B 
損益計算書（または収支計算書）は健全か 

資金保有は健全か 

（当該事業の）収支状況・収支計画は適切か 

４ 市民満足度等への配慮 

入居者等アンケート・市民の声等の状況は良

好か 

入居者アンケートでは、全ての項目で「満足・やや満足」の割合が前年度を上回り、

「やや不満・不満」の割合が前年度を下回ったことから、全体的に改善傾向であっ

た。 

そのなかでも、「受付時の対応」「受付処理の速さ」「要望・苦情の対応」「緊急の対

応」の満足・やや満足の割合が約 6％上昇したことから、入居者の満足度について

一定改善したと評価できる。 

一方、ペット飼育に関する入居者からの相談対応において、対応が不十分であった

ことから大きな問題となった事案が発生したため、再発防止のための取り組み強化

を求める。 

修繕工事については、ほぼ市内業者に発注しており、市内経済の発展に貢献するし

くみが確立している。 

B 

地域の市民との関係は良好か 

市内経済の発展に貢献しているか 

５ 従業者への配慮 

労働関係法令を遵守しているか 従業者のスキルアップに向けて人権研修や接遇研修をはじめとした豊富な研修を

実施した。研修以外の従業者に対する配慮についても、ノー残業デーを週に2日設

定することで従業者のワークライフバランスの実現を図っている。 

一方で、従業者の間で業務量の偏りが見られたため、特定の従業者の負担が大きく

ならないよう、また業務が集中した際にも迅速に対応できるよう、人員配置や業務

配分を工夫する等により、偏りを解消することが望ましい。 

B 

研修は実施されているか 

従業者が働きがいを持ちいきいきと業務に

取り組んでいるか 

従事者（第三者委託先の従事者含む）が業務

を行う際の安全管理が徹底されているか 
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  評評価価項項目目  評評価価ポポイインントト  所所管管部部局局ココメメンントト  評評価価  

６ 個人情報保護体制 個人情報保護の体制が整備されているか 

個人情報保護に向けた社内方針やマニュアル等の整備、プライバシーマークの取得

など個人情報保護の社内体制が整備されていると言える。併せて、当市市営住宅募

集管理センターにおいても個人情報管理者資格（認定CPP資格）を保有する責任者

のもと個人情報の保護に努め、年に1回は個人情報保護に関する研修を実施するな

ど、個人情報保護の体制が整備されていると評価できる。 

B 

７ 危機管理体制 
緊急事態発生等への危機管理体制が整備さ

れているか 

業務時間内、時間外いずれにおいても緊急事態発生時に対応するための連絡体制を

整備しており、今後発生が想定される大規模災害に対しても社内の体制が一定整備

されている。 

また、台風１０号発生時には、事前に全住宅への注意喚起や出勤体制の確認を行い、

入居者の安全確保に努めた。 

B 

 総合評価 

市営住宅の連帯保証人制度廃止に伴う事務の見直し検討や、市営住宅の建替事業に伴う移

転対応、計画修繕の実施など、市の施策に沿って積極的に協力していると評価でき

る。 

「その施設として重要と思われる業績の評価指標（KPI）」については、全3項目の

提案数値を達成したため、高いレベルのサービス水準であったといえる。 

入居者アンケートについては、全体的に改善傾向であり、入居者の満足度について

一定改善したと評価できる。 

引き続き、管理方針に掲げる「ホスピタリティ溢れる、公平・公正なサービスの提

供」を実現するため、入居者の満足度を上げる取り組みを行うよう求める。 

自主事業については、入居者や近隣住民に対しての認知症講習会・防災講習会の実施、活

動の継続が困難な自治会への共用部分の管理にかかる業務の指定管理者への移行

の提案等を実施した。次年度以降も入居者に寄り添った自主事業の展開を求める。 

従業者への配慮については、人権研修や接遇研修をはじめとした豊富な研修の実施

によるスキルアップのほか、ノー残業デーを週に2日設定するなど、従業者のワー

クライフバランスの実現を図っている。今後も従業者間の情報共有や業務量の偏り

の改善を行い、従業者が充実感を持ちながら、さらに意欲的に業務に取り組む環境

づくりを進めることを期待する。 

危機管理体制については、台風発生時、事前に全住宅への注意喚起や出勤体制の確

認を行い、入居者の安全確保に努めたことから、一定評価できる。 

以上より、令和６年度は、「問題のない管理運営状況である」と評価する。 

B 

（評価の基準） 

 Ａ；優れた管理運営状況である 

Ｂ；問題のない管理運営状況である 

Ｃ；改善を要する管理運営状況である 


